


中国経済への悲観的見通し
経済力で追い付いても軍事力では・・・

「平和的台頭」論（鄭必堅・王缉思ら）
「リベラル秩序」への吸収（John Ikenberry）
米中「共同管理」論(conundrum)

米中「G2」論

「戦略的再保証」の模索と挫折(09-10) ⇒「形成」と「ヘッジ」戦略の限界
中国「核心的利益」の非妥協的性格





• BRICs / N-11 諸国の経済成長はGoldman Sachs (2003)の推計を上回るペース

で推移。eg. 中国が日本の経済規模を上回るのは2016年と推計されていたが、実

際は2010年。米国は2041年といわれていたが、(2007)では推計値が2027年前後

に変更。

• 中国経済の長期見通しについては各種要因をどう織り込むかによって推計データ

が異なる。GS は、世界の経済成長率が2010年代半ばにピークを迎え、その後は

鈍化傾向と予想。中国のGDP成長率は、現在の10％弱の水準から2020年には

5％に低下し、2040年代半ばには3.5％に低下する(GS,2003)。IMF・世界銀行など

は2030年まで約7%平均と推計。

• 内閣府・政策統括官室の予測は、IMF World Economic Outlookの潜在成長率を

ベースに、中国経済の潜在成長率を9.1% (2010年代)、7.9% （2020年代）と高位

値におく。その結果、GDP（市場レートベース）シェアは、中国23.9％、米国17.0%、

日本 5.8%、インド 4.0% と予想される（内閣府、2010）。同推計値によれば、中国

のGDPが米国を追い越すのは2020年代半ば。



5Source: Goldman Sachs, “N-11: More than an Acronym” (2007)



• IMF World Economic Outlook Database (IMF/WEO, 2011) の「名目GDP(2005-2010)」及び

「2011-2016予測値」（USD/constant price of 2010） 。

• 「2011-2016予測値」の5年間の平均成長率が JPN/USA/AUS/SIN（1人あたりGDP高位群）につ

いては2020年まで継続すると仮定。

• 「2021-2030予測値」については、ゴールドマン・サックス(GS, 2007)の試算に基づく名目GDPの長

期予測 (2020-2025)及び(2025-2030)を参照。ただし(GS,2007)の予測値と(IMF/WEO,2011)の

確定値(2010年）及び推計値(2015年)の誤差を反映させて修正。同誤差の割合が、2020年以降も

同様の割合で出現すると仮定して試算。

• CHN・KOR・ASEAN5 （IMF定義：インドネシア・マレーシア・タイ・フィリピン・ベトナム）はIMF/WEO

の5年間(2011-15)の予測値の平均成長率(X=N0)を基準として、(GS,2007)の2010-2030予測値

の5年毎の変動率を反映。

• なお、ASEAN5については、(GS,2007)のインドネシア・フィリピン・ベトナムの5年間成長率の変動

割合の平均値を参照し修正。（タイ・マレーシアについてはGS推計値が掲載されていない）

Source:  IMF World Economic Outlook Database (April 2011)

Goldman Sachs, “N-11: More than Acronym” (2007) 

GS modified ratio         X         

N0 (2011-16)      IMF/WEO        11.38%
N1 (2015-20)   = N0x83.55%      9.51%
N2 (2020-25)   = N1x88.55% 8.41% 
N3 (2025-30)   = N2x88.93% 7.48%

CHN Growth Model



Source: Goldman Sachs (2007) 

Source: IMF World Economic Outlook Databases (2011)
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長期経済見通し推計値(2017-2030)

Source: International Monetary Fund (IMF), World Economic Outlook Database (April 2011)
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ASEAN5 (IMF): Indonesia, Malaysia, Thailand, Philippines, Vietnam
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アジア太平洋諸国の国防費見通し
（試算方法について）

• ストックホルム国際平和研究所(SIPRI)のデータベースに依拠し、アジア太平洋諸国の2009年のド

ル建て為替レートによる換算データ(constant USD as of 2009)を比較対象とした。2009年の国防費

の対GDP比が2030年まで継続することを推計値の根拠としている。

• 中国の国防費の政府公表値については各国とは異なる基準値が採用されている可能性が高く、

その実態は政府公表値よりもはるかに高いという指摘がなされてきた。SIPRIも独自の算出方法に

よって、中国の実際の国防費を政府の公表値のおよそ1.5～1.6倍と見積もっている。

• 中国の国防費についてはSIPRIの推計値でさえも、その実態を低く見積もりすぎているという主張が

ある。例えば、米国防総省の2010年の中国軍事レポート『中国の軍事と安全保障の発展に関する

年次報告』によれば、中国の2009年の軍事費は「1,500億ドルを上回る」と推計されている。これは

およそSIPRIの同年の統計（約1,100億ドル）の約1.4倍に相当する。こうした可能性を勘案して、中

国の軍事力に関する年次レポートが推計する割合を参照し、SIPRIが算出した国防費の140％基準

とする【高位値】として同時に示すこととした。

• 米国も国防費を大幅に削減する構想が議論の過程にある。米国内でさらに軍縮圧力が著しく高ま

り、クリントン政権当時の、対GDP比3.0%(1999)にまで国防費が削減された場合として、【3.0％軍縮

パス】として同時に推計。

Source: Stockholm International Peace Research Institute (SIPRI), SIPRI Military Expenditure Database 2011
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アジア諸国の対中バランシング 2010-2030 Projection

Source: SIPRI Military Expenditure Database 2010 (Modified)

Currency Rate as of 2009
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中国の航空戦力（第４世代機）
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米中相互脆弱性→相互抑止の時代
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欧州戦域とアジア戦域の比較（冷戦期）

米国との二国間
安全保障関係

ワルシャワ条約機構

北ベトナム

北朝鮮
中国

欧州における二項対立的世界観と比較して・・・
複雑な東アジアの「戦域」！

“Checker Board” (Z. Brzezinski)

冷戦（欧州）⇒「長い平和」
熱戦（アジア）⇒朝鮮戦争・ベトナム戦争

リンケージ・ポリティクスの可能性
中ソ対立⇒米中（日中）和解 (1971-2)

中ソ対立
（1950s～89）

中・ベトナム対立
(1979～)

米中和解
（1971）



ワルシャワ

条約機構

米国との二国間
安全保障関係

欧州戦域とアジア戦域の比較（冷戦後）

北大西
洋条約
機構 朝鮮半島

台湾海峡

南シナ海
領有権

冷戦構造の残滓
①朝鮮半島：北朝鮮（先軍政治と瀬戸際外交）
②台湾海峡：中国（武力行使オプションを維持）

「ハブ・アンド・スポークス」構造の継続
①サンフランシスコ体制（二国間同盟）の継続
②米軍のプレゼンスの維持



米国との相互防衛

防衛義務の停止

機能的安全保障協力

中国との機能的協力

ASEAN内の機能的協力本図は2010年8月時点におけるアジア太平洋地域の主要な安全保障協力
の取決めを表したものであるが、全てを網羅したものではない。

アジア域内のアーキテクチャの形成



国際秩序と米中関係の想定
地域安全保障アーキテクチャの３層構造

【不可変要素】
 2010年～30年にかけて、中国の経済発展は減速しつつも継続する。
 日米中の経済力・軍事力の基本的指標は、2030 Projection Studyに準拠する

【可変要素１：国際秩序と米中関係】 【可変要素２：地域安全保障アーキテクチャ】
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国際秩序と米中関係に対する基本戦略

– 基本的に日本にとって望ましい秩序は「階層型リベラル秩序」【Ａ】（選好【Ｂ】→【Ｃ】→【Ｄ】）

– 基本戦略は①望ましい秩序【Ａ】と現実とのギャップを埋める、②他の秩序と共存の準備をする

– 【Ａ】を維持する基本戦略：①米国の優位性支援、②協調的な米中関係の創出

– 【Ｂ】に際しての基本戦略：①秩序変動へのヘッジ、②協調への転換を促す

– 【Ｃ】に際しての基本戦略：①スウィングポジションの確保、②戦略的再保証

– 【Ｄ】に際しての基本戦略：①「陣営」の強化と競争、②レバレッジの確保

地域安全保障構造(architecture)に対する基本戦略

– 【Ａ】～【Ｄ】によって「伸縮する安全保障アーキテクチャ」

• 【Ａ】：第１層～第３層の平和的共存関係→ 第１層を基盤に、第２層・第３層の発展を促進

• 【Ｂ】：第１層は秩序変動へのヘッジの役割を増す・第２・３層は協調への変換を促すツール

• 【Ｃ】：第１層の役割は減少し、第２・３層が国際秩序形成の主軸となる

• 【Ｄ】：双極的な第１層秩序が国際秩序形成の主軸となる・第２・３層は補助的役割にとどまる

– 地域構造が目指すべき目標：「台頭する中国」の平和的秩序形成を「形成」することを促進し、「力
の移行」を安定的に管理できるようにする。

• 「コモンズ」の定義を共有：非挑発的な軍事態勢・国際公共財の共有・相互依存の確認

• 中国＋αの枠組みの積極的形成：米中＋α、日中＋α（韓・ASEAN・インド）

• 「バイラテラル及びトライアングル＋」が、枠組外の国に不利にならないようにする

日本の対中安全保障戦略の構想
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日本の外交・安全保障戦略の方向性
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新興国を自由で開かれた秩序(Liberal International Order)に引き込む

戦略アセットとしての日米同盟・韓・豪・印・東南アジアとの安全保障協力

自由で開かれた秩序を前提とした中国との戦略的協力

アジア太平洋地域における地域安全保障アーキテクチャを形成

抑止・対処の基礎的基盤としての同盟関係（第１層）

問題領域に応じた柔軟な協力関係の形成（第２層）

地域的安全保障対話と信頼醸成（第３層）

日本の防衛力の役割の多角化

「動的防衛力」（新防衛大綱のコンセプト）

南西方面重視・即応態勢・統合運用態勢の強化

同盟国との協力・多層的な安全保障協力（地域的capacityの強化）


